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通信環境を考慮したUAV群による
自律的な代替ネットワーク構築手法の評価

福永 慧1 中村 嘉隆2 稲村 浩2

概要：大規模災害発生時には一部の携帯電話基地局が停波し，モバイル端末は携帯電話基地局との通信が
困難になる問題が生じる．この問題を解決するためには，携帯電話基地局の電波が行き渡っていない領域

で代替ネットワークを構築する必要がある．代替ネットワーク構築手法の 1 つとして無線機能を搭載し

た UAV(Unmanned Aerial Vehicle)群を利用することが挙げられる．しかし，UAVのコスト等の要因に

よって UAV の機数は有限であるため 2つの問題が考えられる．1 つ目は，通信量が多い場合は UAVの

バッファに蓄積されるパケット数が増えることで，バッファオーバーフローが発生することである．2つ目

は，カバレッジホールを全て埋めるほどの UAVの配備は現実的に困難であることである．そこで，本研究

では，MANET(Mobile Adhoc Network)と DTN(Delay Torelant Network)を状況に応じて自律的に切り

替える既存手法 The-OLSR-OPP(The-OLSR-Opportunistic)に着目し，The-OLSR-OPPよりもバッファ

オーバーフローを抑制しつつ，UAV群のカバレッジ外に存在するモバイル端末にもパケットを送受信さ

せる手法を検討する．評価実験では ns-3.29で，The-OLSR-OPPの DTN部分に ProPHET(Probabilistic

Routing Protocol using History of Encounters and Transitivity)v2を単に組み込んだ手法と提案手法の比

較実験を行い，提案手法が UAV群の代替ネットワークとして有効であることを証明した．
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1. 背景

2018年 9月 6日に発生した北海道胆振東部地震では，道

内全域の停電によって，6505局の携帯電話基地局が停波

した [1]．この停波により，道内 170市町村のうち，札幌

市を含めて 100市町村以上で通信に支障が生じた [2]．こ

のように，大規模災害発生時には一部の携帯電話基地局

の機能が停止し，図 1 に示すように携帯電話基地局の機

能が停止した場所にカバレッジホールが発生することで，

移動体通信ネットワークを利用する通信端末である User

Equipment(以下，UE)が携帯電話基地局と通信不能とな

る問題が発生する．この問題を解決するためには，携帯電

話基地局の電波が行き渡っていない領域において代替ネッ

トワークを構築する必要がある．

携帯電話基地局のカバレッジ外に代替ネットワークを展

開する手段として，無線機能を搭載した UAV(Unmanned

Aerial Vehicle)群の利用が挙げられる．UAV群がカバレッ

ジ外に展開された後に UAV群と携帯電話基地局や UEを
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含んだ代替ネットワークを構築することで，UAV群が中

継ノードの役割を果たし，カバレッジ外に存在する送信元-

宛先間の通信を補助する．空中を移動することが可能な

UAVは，地形や建築物による移動方向や通信の制約を受

けにくいという利点がある (図 2)．しかし，UAVのコスト

などの要因によって特に災害発生時に調達可能な UAVの

機数は有限であるため 2つの問題が考えられる．1つ目は，

UAVを介した通信量が多い場合における，UAVへの蓄積

図 1 携帯電話基地局のカバレッジホール
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パケットの増加に伴うバッファオーバーフローの発生であ

る．2つ目は，カバレッジホールをすべて被覆するような

UAVの配備の現実性である．以上の問題点に対して，本

研究ではパケットの蓄積量を減らしつつ，UAV群のカバ

レッジ外に送信元や宛先が存在する場合でもパケットを送

信できるようにすることを目的とする．

図 2 UAV 空中基地局群の展開

2. 関連研究

本章では，災害発生時に UAV群が代替ネットワークを

構築するための既存手法を紹介し，これらの手法を本研究

の想定する環境で利用した場合に想定される利点や問題点

を述べる．

2.1 災害発生時の代替ネットワーク構築手法

災害発生時における代替ネットワーク構築には

MANET(Mobile Adhoc Network)[3] や DTN(Delay Tol-

erant Network)[4]を利用することが挙げられる．これらの

ネットワークは中継機能を持った複数の通信端末が集まっ

た時点で即座に構築され，通信端末の移動，追加，退去に

よるネットワークトポロジの変化に対応することが可能で

あるため，ネットワーク構築の迅速性や障害耐性が求めら

れる災害用の代替ネットワークに適している．

MANET と DTN にはそれぞれ異なる特徴がある．

MANET はネットワークトポロジの変化が少ない場合

に DTNと比較して遅延時間が短いという利点がある．し

かし，ネットワークトポロジの変化が激しく通信端末同士

の接続・切断が頻繁におこる環境ではネットワーク上の経

路が構築されない場合がある．一方，DTNは蓄積運搬転

送 (Store-Carry-Forward)により，送信するパケットを保

持している端末は通信範囲内に他の端末が存在しない場合

にはパケットを自端末内に蓄積しておき，通信範囲内に他

の端末が存在する場合は蓄積したパケットを複製して渡す

ことができる．この機能によって，通信端末同士の通信の

接続・切断が頻繁に行われる環境でも送受信端末間で通信

可能となる．UAV群がDTNを用いて代替ネットワークを

構築した際の利点としては，UAV群のカバレッジ外に宛先

端末が存在する場合においても，パケットを受信したUAV

や UEのバッファにパケットを蓄積しておくことで宛先が

カバレッジ内に移動したときにパケットを送信できること

が挙げられる (図 3)．しかし，MANETよりも遅延時間が

長く，通信端末のバッファやバッテリーを多く使用してし

まうという欠点がある．そのため，状況に応じたMANET

と DTNの使い分けが必要である．

図 3 カバレッジ外に存在するパケットの受信が不可能なモバイル

端末 (上) と蓄積したパケットを受信するモバイル端末 (下)

2.2 The-OLSR-OPP

MANETと DTNを使い分ける手法として The-OLSR-

OPP(The-OLSR-Opportunistic)[5] が提案されている．

The-OLSR-OPPでは，MANETにOLSR(Optimized Link

State Routing)[6]，DTN に SAW(Spray And Wait)[7] を

用い，送信元ノードから宛先ノードまでの経路が構築され

ている場合は OLSR，送信元ノードから宛先ノードまでの

経路が構築できない場合は SAW，SAWによってパケット

を蓄積しているノードから宛先ノードまでの経路構築がで

きた場合は OLSRを使用する．

図 4は、The-OLSR-OPPの概念を説明するための基本

的な例を示している．

図 4(a)では，送信元ノード Sは S-1-2-3-4-5-Dを介して

宛先ノード Dへの経路を構築している．このシナリオで

は，ノード Sは OLSRを利用してパケットをノード Dに

対して送信する．

図 4(b)では，ノード 3の通信障害などによって，ノー

ド SからノードDへの経路が途切れるシナリオを想定して

いる．この場合の OLSRはノード D宛てのノード 2のパ
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ケットを単にドロップする．この動作に対してOLSR-OPP

は，SAWの蓄積運搬機能によって，後に宛先ノードまでの

OLSRの経路が再構築される場合に備えてパケットをノー

ド 2のバッファに蓄積する．その後，OLSR-OPPはノー

ド 2のバッファ内のパケットを SAWを用いて隣接ノード

6,7,8,9に送信する．これらのノードからはノード D宛て

へのOLSRの経路が存在しないため，受信したパケットを

それぞれのバッファに蓄積し，パケットを受信していない

隣接ノードに対して送信する．このように SAWによって

蓄積されたパケットがネットワーク上に拡散することで，

パケットを受信し蓄積したノードのいずれかが，ノード D

への OLSRの経路を持っている場合にパケットはノード

Dに配信可能となる．

図 4(c)では，SAWによってパケットを受信し蓄積した

ノードが，ノード Dへの OLSRの経路が存在するシナリ

オを想定している．このシナリオでは，ノード 10はノード

7の通信範囲に移動する．移動後は，OLSRによってノー

ド 7はノード 10を介してノード Dまで新たに構築された

経路を取得する．ノード 7は以前にノードD宛てのパケッ

トのコピーを受信し蓄積しているため，OLSRの経路を介

して宛先ノードまでパケットを送信する．送信後はノード

7に蓄積されたパケットはバッファから削除される．

以上のような手順によって The-OLSR-OPPはドロップ

されるパケットを再度送信することで OLSRよりも送信

成功率を向上させている．また，The-OLSR-OPPのDTN

部分で使用している SAWでは，DTNのフラッディング

ベースの転送のオーバーヘッドを制限するために，パケッ

トの転送回数の制限が課される．しかし，SAWはパケット

の複製数は事前に設定する必要があるため，複製数が少な

ければ宛先までパケットが行き渡らない可能性がある．逆

図 4 The-OLSR-OPP の動作例 (文献 [5] を参照)

に複製数が多ければ宛先までパケットが到達するものの，

冗長なパケット複製が生じバッファオーバーフローが起こ

る可能性がある．ネットワーク状況に応じて適切な複製数

を事前に設定することで SAWのパフォーマンスは向上す

るが，ネットワークの状況把握が難しい DTNの環境で複

製の個数を適切に設定することは困難である．そのため，

パケットの複製数を事前に設定せずに，環境に応じて自律

的に変化させる手法が必要となる．

2.3 ProPHETv2

DTNでは，パケット複製数を環境に応じて変化させる手

法として ProPHET(Probabilistic Routing Protocol using

History of Encounters and Transitivity)v2 が検討されて

いる [8]．ProPHETv2 は各ノードが宛先到達確率を計算

し，より宛先到達確率が高い隣接ノードに対してパケット

を送信する手法である．宛先到達確率の計算手順は 3つあ

る．1つ目は，隣接ノードと通信した際に隣接ノードの宛

先到達確率を向上させる手順である．ノード Aを自ノー

ド，ノード Bを通信した隣接ノードとおくと，手順 1は

以下の式 1で表すことができる．P (A,B)は通信後に更新

された Bを宛先と想定した場合の Aから Bの宛先到達確

率で，P (A,B)old は通信前の Aから Bの宛先到達確率と

なる．

P (A,B) = P (A,B)old + (1− P (A,B)old)× Penc (1)

Pencは次の式 2で算出される．ここで、Itypは，想定さ

れるコネクションの時間間隔を設定する．IntvlBは、ノー

ド Bと最後に遭遇してからの時間を設定する．

Penc = Pmax × (IntvlB/Ityp); if0 ≤ Intvlb ≤ Ityp

Penc = Pmax; otherwise (2)

ノード Aがノード Bと通信した時、ノード Bと通信し

ているノード C の宛先到達確率も向上させる．これが 2

つ目の手順であり，以下の式 3で表すことができる．ここ

で，通信後に更新された P (A,C)は Aから Cの宛先到達

確率で，P (A,C)old は通信前の Aから Cの宛先到達確率

となる．P (B,C)はノード Bを送信元と想定した場合の B

から Cの宛先到達確率となる．β ∈ [0, 1]は任意の定数で

ある．

P (A,C) = max(P (A,C)old, P (A,B)× P (B,C)× β)

(3)

通信したことがある隣接ノードと長い間通信しない場合

は，定期的に宛先到達確率を低下させるための調整を行

う．これが 3 つ目の手順であり，式 4 で表すことができ

る．ここで，iは通信したことがある隣接ノード iであり，

γ ∈ [0, 1]，T は任意の定数となる．
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P (A, i) = P (A, i)old × γT (4)

以上の 3 つの手順によって隣接ノードとの通信時に

ProPHETv2の宛先到達確率が算出された後は，自ノード

と隣接ノードの宛先到達確率を交換しあうことで更新を行

う．この時，自ノードの宛先到達確率 < 隣接ノードの宛

先到達確率であるなら，自ノードは隣接ノードに対してパ

ケットを送信する．

しかし，The-OLSR-OPPのDTN部分に SAWの代わり

に ProPHETv2を単に導入しただけでは ProPHETv2は隣

接ノードの宛先到達確率しか参照しないため，OLSRの経

路上に宛先到達確率の高いノードが参加してもパケットを

送信できない可能性がある．例として，図 5のように宛先

到達確率が送信元よりも高くない UAVのみが隣接してい

る場合が挙げられる．図 5では，UAVが 3機，送信元と宛

先が 1台ずつ存在し，UAVが数珠つなぎで通信するよう

に配置されていると仮定している．この仮定下で，右端の

UAVのみが過去に宛先と通信した場合は ProPHETv2に

より，右端と中央の UAVの宛先到達確率が向上する．し

かし，ProPHETv2は隣接ノードのみを考慮してパケット

を送信するため，宛先到達確率が送信元よりも高くない左

側の UAVのみが隣接している場合，宛先到達確率の高い

右側と中央の UAVに対してパケットを送信することがで

きない．

図 5 prophetv2 の問題点

(上：宛先到達確率算出時, 下：パケット送信時)

3. 提案手法

本研究では The-OLSR-OPP の問題点を解決するた

めに The-OLSR-OPP の DTN 部分に SAW の代わりに

ProPHETv2を導入し，導入に際して生じる問題点を解決

する手法を検討する．提案手法では，OLSRの経路上に存

在するノードが宛先到達確率を付加した経路情報を参照す

ることで，送信元が経路上の宛先到達確率の高い隣接して

いないノードに対してもパケットを送信できるようにする．

本章では，提案手法の宛先到達確率をOLSRの経路情報に

付加する方法とパケットの送信方法について説明する．

3.1 宛先到達確率をOLSRの経路情報に付加する方法

OLSRは OLSRの経路上に存在する全てノードの IPア

ドレスを登録した経路情報を経路上に存在するノードが確

認することができる．そのため，経路情報に各ノードの宛

先到達確率の情報を付け加え，IPアドレスと紐づけること

によって，経路情報から各ノードの宛先到達確率を把握す

ることができる．各ノードはノード同士が OLSRの TC,

HELLOメッセージを交換する際に宛先到達確率の情報も

同時に交換しあうことで，宛先到達確率を付加した OLSR

の経路表を生成する．

3.2 パケット送信方法

送信元から宛先までの経路が構築されている場合は

OLSRを使用してパケットを送信する．送信元から宛先ま

での経路が構築できない場合は，送信元のバッファでパ

ケットを蓄積する．蓄積したパケットの送信タイミング

は，ProPHETv2が定期的に蓄積したパケットを送信する

時に用いられる Summary Vector送信時と同時に行う．蓄

積したパケットを送信する際には OLSRの経路表を確認

し，パケットの宛先に対応する宛先到達確率が，自ノード

の宛先到達確率　 <　 OLSR経路上のノードの宛先到達

確率でわる場合，宛先到達確率の高いノードへとパケット

を OLSRで転送する．受信したパケットは再度蓄積され

提案手法によるパケット転送が行われる．パケットを蓄

積しているノードが宛先までの経路構築ができた場合は，

OLSRを使用してパケットを宛先まで送信する．宛先まで

パケットを送信する場合，送信するパケットをバッファか

ら削除する．

3.3 提案手法の動作例

2.3節で説明したシナリオを提案手法に適用した場合を

図 6で説明する．図 6では，UAVが 3機，送信元と宛先

が 1台ずつ存在し，UAVが数珠つなぎで通信するように

配置されていると仮定する．この仮定下で右端の UAVの

みが過去に宛先と通信した場合は，ProPHETv2により右
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端と中央の UAVの宛先到達確率が向上する．送信元が左

側の UAVが通信しているとき，宛先との通信ができない

ため送信元がバッファにパケットを蓄積する．蓄積後は

ProPHETv2が Summary Vectorを送信するタイミングで

OLSRの経路上に存在する自ノードよりも高い宛先到達確

率を持つノードにパケットを送信する．送信元と UAV群

はOLSRの経路が構築されているため，送信元は宛先到達

確率の高い右端と中央の UAVに対してパケットを OLSR

を用いて送信する．各 UAVがパケットを受信した後は宛

先と通信できないため，バッファにパケットを蓄積する．

以上のようなシナリオでは，提案手法は The-OLSR-OPP

の DTN部分を単に ProPHETv2に変えた手法ではパケッ

トを送信できなかった隣接ノード以外の宛先到達確率の高

いノードに対して，パケットを送信できる．

図 6 提案手法の動作例

(上：宛先到達確率算出時, 下：パケット送信時)

4. 評価実験

提案手法と既存手法の比較実験を行い，提案手法の優位性

が示せることを証明する．既存手法には，The-OLSR-OPP

の DTN部分を単に SAWから ProPHETv2に変えた手法

が含まれる．実験はネットワークシミュレータ ns-3[9]で

行う．

4.1 実験目的

災害発生時に UAV群の代替ネットワークを用いること

を想定されるユースケースの 1つとしてセンタレスな道路

交通情報システムが挙げられる．道路交通情報通信システ

ムとは自動車の位置情報や車載カメラなどで撮影した画像

をサーバに送り処理を行うことで，渋滞情報や交通規制情

報などの情報を共有することができるシステムである．セ

ンタレスな道路交通情報通信システム [10]では，停電など

によってサーバがダウンした場合を想定し，サーバの代わ

りに自動車同士で通信を行い情報を共有し合う．

本実験では，サーバがダウンした際にセンタレスな道路

交通情報通信システムによる自動車同士の通信を UAV群

の代替ネットワークを用いて補助することを想定し，提案

手法が宛先到達確率の高いノードに対してパケットを送信

しやすくすることにより，既存手法よりも送信成功率が高

くなることをシミュレーションにおける送信元から宛先へ

の送信成功率の比較評価によって確認する．

4.2 実験環境

実験環境を構築するために用いた各シミュレーションパ

ラメータを表 1に記述する．本章では，各パラメータの詳

細について説明する．

表 1 シミュレーションパラメータ
パラメータの種類 パラメータの設定値

空中線電力 21 [dBm]

電波伝搬モデル Friis, Modified Hata Model

パケット損失が発生する信号強度 -80 [dbm]

通信に使用する周波数 2.4 [GHz]

UAV の機数 6 [機]

UAV の飛行高度 200 [m]

UAV の飛行間隔 1 [km]

自動車の台数 3 [台]

自動車の高度 1.5 [m]

自動車の速度 10 [m/s]

自動車の移動モデル RandomWayPoint

バッファ 10 [MBytes]

トランスポートプロトコル UDP

パケットサイズ 10 [kBytes]

パケット送信間隔 30 [秒]

シミュレーション時間 1000 [秒]

4.2.1 電波環境

通信を行う際の空中線電力と周波数は DJI製の UAVの

マシンスペック [11]を参考に，21dBm，2.4GHzに設定し

た．UAV同士の通信には自由空間伝搬損失を考慮した電

波伝搬モデルである Friis Transmission Formulaを用い，

UAV-自動車間，車車間通信にはModified Hata Model[12]

を使用する．Modified Hata Modelは，秦モデル [13]では

電波強度を推定できない 1500MHz以上の高周波数帯通信

の電波強度を推定するために，従来の秦モデルの推定可能

な範囲を周波数を 30～3000MHzまで拡張した電波伝搬モ

デルである．
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4.2.2 UAVと自動車のモビリティ

シミュレーション内に UAVの機数を 6機，自動車を 3

台用意する．UAVのモビリティは UAV同士が自由空間伝

搬で通信可能な最大距離を開けて静止状態にする．自動車

の移動速度は 10m/sに設定する．各自動車 (ノード 7,8,9)

は図 7のように，2,4,6番目の UAVの近傍に存在し，近傍

の UAVを中心とした 1km2 の範囲内をランダムに動く．

図 7 実験時の UAV と自動車の配置座標

4.2.3 ストレージの容量

HTTP通信を考慮した ProPHETを用いた情報配信手法

を提案している文献 [14]では，スマートフォンなどのモバ

イル端末のバッファを 10,20,30,40,50Mbytesに設定して実

験を行なった．本実験では，この文献を参考に，UAVと自

動車のバッファを文献 [14]のバッファと同等の容量と仮定

し 10Mbytesに設定する．

4.2.4 パケット送信方法

自動車から生成されるパケットの大きさは 1000Bytesと

おき，他の全ての自動車に対してパケットを送信する．各

自動車のパケットの生成間隔は 30秒に設定する．

4.3 結果

シミュレーション時間と送受信回数，送信成功率の 2次

元グラフを図 8に示す．図 8では上図が既存手法，下図が

提案手法の実験結果となる．送信回数は全ての送信元の送

信回数を合計した数となるため，30秒に 1度，3台の自動

車同士の通信が行われると送信回数が 30秒ごとに 6回ず

つ増える．受信回数は全ての宛先の受信回数を合計した数

となり，最大の受信回数は送信回数と同じ数になる．

図 8から，既存手法ではシミュレーション終了時まで受

信回数が 0回であることが分かり，送信成功率は 0%となっ

た．一方で提案手法では受信回数がシミュレーション開始

から徐々に増え，最終的に 65回パケットを受信した．送

信成功率は最大で 64%となり (240[s]計測時)，シミュレー

ション終了時には 34%に落ち着いた．

図 8 既存手法と提案手法の実験結果の比較

(上：既存手法, 下：提案手法)

5. 考察

既存手法の最終的な送信成功率が 0%である理由として

は，送信元が OLSRで宛先までの経路を構築することが

できず，ProPHETv2に切り替えてパケットを送信する際

に，送信元の隣接ノードに宛先到達確率の高いノードが

存在しないため，パケットを送信できなかったことが考

えられる．今回のシミュレーション環境において，Friss

Transmission Formulaを用いた UAV-UAV間の通信範囲

は半径約 1kmであることが分かっているため，各 UAVは

隣接している UAV同士と数珠つなぎで通信している．そ

のため，ProPHETv2の宛先到達確率は宛先と隣接してい

るノードとそのノードと隣接しているノードで上昇するこ

とから，ノード 7の宛先到達確率がノード 1,4,5，ノード 8

の宛先到達確率がのノード 1,2,3,5，ノード 9の宛先到達確

率がノード 3,5,6で上昇する．ProPHETv2がパケットを

送信する時は，ノード 7が隣接ノードであるノード 4の宛

先到達確率を参照してパケットを送信するが，ノード 8,9

の宛先到達確率はノード 4で向上していないため，ノード

7はノード 8,9宛てのパケットを隣接ノードに送信するこ

とができない．同様のことがノード 8,9でも起こるため，

他のノードに対してパケットを送信することができない．

以上のことが原因で，送信元ノードが ProPHETv2を用い

てパケットを他ノードに対して送信・蓄積することができ
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ないため，OLSRが送信元ノード-宛先ノード間の経路を構

築できていない場合は宛先までパケットを送信することが

できていないと考えられる．

一方で，提案手法では既存手法より最終的な送信成功率

が 34%に増えた理由としては，提案手法では送信元ノー

ドが隣接していない宛先到達確率の高いノードに対しても

パケットを送信・蓄積できるからだと考えられる．送信元

ノードがパケットを UAVに送信・蓄積できれば，送信元

と宛先の OLSRの経路が構築されていない場合でも UAV

と宛先の経路が構築されると UAVから宛先までパケット

を送信することができる．以上の理由から，今回のシミュ

レーション環境において送信成功率の面では提案手法が有

効に機能していると考えられる．

6. まとめ

本研究では，UAVに蓄積されるパケット数を減らしつ

つ，UAV群のカバレッジ外に送信元や宛先が存在する場合

でもパケットを送信することを目的とした手法を提案した．

提案手法では，The-OLSR-OPP の DTN 部分に

ProPHETv2 を用い，送信元と隣接していない宛先到達

確率の高いノードに対してパケットを送信することを検討

した．提案手法に対して評価実験を行なった結果，The-

OLSR-OPPの DTN部分に ProPHETv2を単に用いた手

法よりも送信成功率が向上することが分かり，送信成功率

の面で提案手法が有効に機能していていると考えられた．

今後の課題として，実際の自動車のモビリティや UAV

のバッテリー消費などを考慮した，より現実的な実験環境

下で評価実験を行う必要がある．また，ネットワークに参

加している全ノードのバッファ使用率に着目した実験も行

う必要がある．
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